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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２８年１２月２６日(平成２８年（行個）諮問第１９３号) 

答申日：平成２９年３月９日（平成２８年度（行個）答申第１９０号） 

事件名：本人が申告した人権侵犯事件に係る記録の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書２３に記録された保有個人情報（以下，

併せて「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開示と

した決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年９月２日付

け総第５０２号により特定法務局長（以下「処分庁」という。）が行った

一部開示決定（以下「原処分」という。）について，全部開示との裁決を

求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

       開示する保有個人情報について，部分開示されたが，審査請求人が述

べた情報だけが開示され，相手方がどのように対応したのか記載されて

いる箇所について，黒塗りで一切分からなかった。この様な状況では，

審査請求人が求める情報の開示について意味を成さない。 

（２）意見書１ 

ア 審査請求人が特定日Ａに特定法務局へ求めた，特定県特定施設所長

から審査請求人に対する人権侵害について，特定日Ｂに「審判事実不

明確」と決定されました。 

イ どうしてこのような決定になったのか，理由が知りたいと思い，保

有個人情報の開示を求めましたところ，部分開示されましたが，審査

請求人が述べた情報だけが開示され，相手方がどのように対応したの

か記載されている箇所について，黒塗りで一切分かりませんでした。

この様な状況では，審査請求人が求める情報の開示について意味を成

しません。 

ウ 相手方は，相手方（略）にとって都合の良い嘘や隠ぺいを繰り返し，

審査請求人に対して人権侵害しました。 
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エ 相手方の嘘や隠ぺいの体質が表されている証拠資料として，特定放

送局で特定日Ｃにテレビ報道された内容と，特定日Ｄに特定新聞Ａ特

定支局最新ニュースで報道された内容を提示いたします。 

オ 相手方と一緒に審査請求人に対して人権侵害をした，特定県特定施

設の当時の特定次長は，特定放送局の特定日Ｃのテレビ報道によると，

「（略）」とのことでした。 

カ 上記オの報道内容について，審査請求人が特定新聞社Ｂ特定支局や

特定新聞Ｃ特定支局に特定日Ｅに確認しましたところ，両新聞社とも

に，特定放送局のテレビ報道と同じ内容で報道したとのことでした。 

キ なお，審査請求人が上記オの報道内容を知ったのは，特定日Ｆ頃で

した。 

ク しかし，当時の特定次長は，（略）でした。それについては，特定

日Ｄの特定新聞Ａ特定支局最新ニュースで，特定所長も記者のインタ

ビューに「（略）」と言っています。 

ケ 当時の特定次長は，（略）と言っています。 

コ それなのに，特定県は，「（略）」等の説明もなく，特定次長本人

が言ったこととはいえ，「（略）」と報道発表しました。 

サ これでは，何も知らない一般視聴者の中には，特定県特定施設に同

情する人が現れるかもしれません。また，「（略）」という間違った

イメージを与えかねません。 

シ 特に，特定所長は，審査請求人に対する人権侵害を繰り返し，審査

請求人を（略）した後の特定日Ｇの歓送迎会の中でも，わざわざ審査

請求人の横に来て，（略）と，審査請求人の（略）に対する差別的な

発言をした一方で，特定日Ｄの特定新聞Ａ特定支局最新ニュースの中

では，「（略）」と同じ仲間である特定次長については，かばうよう

な矛盾した発言をしています。 

ス 審査請求人は，審査請求人が勤務していた当時から，相手方や特定

県人事課や，特定県特定施設を管轄する特定課に対し，口頭だけでな

く，文書でも審査請求人に対する人権侵害への改善を求めてきました

が，全く改善されず，特定県人事課も特定課も，「現場（相手方）に

一任している」として審査請求人に確認や中立の立場で話を聞くこと

も無く，相手方らによって（略）されました。 

セ 以上のような内容から，審査請求人が特定法務局へ求めた，特定県

特定施設所長から審査請求人に対する人権侵害について，（略）でも

嘘や隠ぺい体質が明らかなように，相手方は相手方にとって都合の良

い嘘や隠ぺいを特定法務局に伝えている可能性が推測され，そのため，

特定日Ｂに「審判事実不明確」と決定されたのではないかとうかがえ

ます。 
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ソ 相手方がどのようなことを言って，「審判事実不明確」という決定

がなされたのか確認のために，処分庁の平成２８年９月２日付けの審

査請求に対する行政文書開示（部分開示）決定処分（原処分）につい

て，「全部開示」との裁決を強く求めます。 

タ なお，審査請求人が相手方に対して特定労働基準監督署を通じて行

っている刑事告訴について，特定日Ｈに特定地方検察庁へ書類送検さ

れましたことを付記します。 

（３）意見書２ 

この度，特定日Ｉの特定新聞Ｃ特定地方版並びに，そのインターネッ

ト版「（略）」に本件と同じ相手方が審査請求人への特定容疑で刑事告

訴され，書類送検されている内容について記事が掲載されましたことか

ら，前回，平成２９年２月２日に情報公開・個人情報保護審査会に提出

させていただきました意見書１及び資料（略）に追加で，次のとおり，

意見書２及び資料（略）を提出させていただきます。 

ア 特定日Ｉの特定新聞Ｃ特定地方版及び「（略）」の記事は今回お送

りします資料１（略）と資料２（略）のとおりです。 

イ 相手方の特定県特定施設所長は，この記事の中で，特定労働基準監

督署から事情聴取も受け，審査請求人が刑事告訴して，書類送検され

ることも知っておきながら，特定新聞Ｃの取材に，「書類送検されて

いるとは知らなかった」と嘘をつきました。 

ウ 特定所長が取材に嘘をついている証拠として，特定労働基準監督署

の特定次長様にも確認したところ，特定所長は，審査請求人に対する

労働基準法違反容疑で，事情聴取を受け，書類送検されることを知っ

ていたとのことでした。 

エ また，特定新聞Ｃでこの記事を担当した記者にも直接確認したとこ

ろ，「書類送検されていて，本人が知らないということはありえない

のに，取材の際，特定所長が書類送検されているとは知らなかったと

答えたので，記事にした」とのことでした。 

オ 既に特定法務局人権擁護課にも提出済みですが，審査請求人は特定

県特定施設で働いていた時から，この施設を管轄する特定県特定課特

定課長補佐宛てに特定日Ｊ付で，資料３－１から資料３－４（略）の

手紙を送っていました。 

カ 上記エと同様に，審査請求人は特定日Ｋに，特定県庁特定機関特定

職員に，資料４（略）のとおり，（略）について交渉中であることを

手紙で伝えましたが，審査請求人に対して，この件での返事もなく，

審査請求人から刑事告訴され，書類送検に至っている今でも，特定県

人事課も，今回の特定新聞Ｃの記事（資料１及び２（略））にあるよ

うに，（対応されていないから刑事告訴に至っているにも関わらず）
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「対応済み」と記者に嘘を答えたことから，記事にしたとのことでし

た。 

キ 審査請求人は，審査請求人が勤務していた当時から，相手方や特定

県人事課や，特定県特定施設を管轄する特定課に対し，口頭だけでな

く，文書でも審査請求人に対する人権侵害への改善を求めてきました

が，全く改善されず，特定県人事課も，特定課も，「現場（相手方）

に一任している」として審査請求人に確認や中立の立場で話を聞くこ

とも無く，相手方らによって（略）されました。 

ク 以上のような内容から，審査請求人が特定法務局へ求めた，特定県

特定施設所長から審査請求人に対する人権侵害について，今回追加で

お送りする資料（略）からも特定県の嘘や隠ぺい体質が明らかなよう

に，相手方は相手方にとって都合の良い嘘や隠ぺいで特定法務局の調

査に答えている可能性が推測され，そのため，特定日Ｂに「審判事実

不明確」と決定されたのではないかとうかがえます。 

ケ 相手方がどのようなことを言って，「審判事実不明確」という決定

がなされたのか確認のために，処分庁の平成２８年９月２日付けの審

査情求に対する行政文書開示（部分開示）決定処分（原処分）につい

て，「全部開示」との裁決を強く求めます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求人の審査請求に係る処分について 

審査請求人から開示請求のあった保有個人情報の名称は，特定日Ａを開

始日とする，審査請求人に係る人権侵犯事件記録一式である。 

処分庁は，下記４の理由により，平成２８年９月２日，保有個人情報の

部分開示決定（原処分）をし，同日付け総第５０２号「保有個人情報の開

示をする旨の決定について（通知）」で審査請求人に通知した。 

２ 「人権侵犯事件記録」に編てつされる書類及びその記録内容について 

人権侵犯事件とは，国民に保障されている基本的人権が侵害された疑い

のある事件をいい，法務省の人権擁護機関がこの人権侵犯事件について行

う調査・処理の目的は，人権侵犯の疑いのある事案について，侵犯事実の

有無を確かめ，その結果に基づき，相手方や関係者に対し人権尊重の意識

を喚起して，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状

態の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すことである。 

人権侵犯事件記録に編てつされる書類は，事件関係者から事情聴取した

際の聴取報告書，事件の関係者から提出のあった資料，事件処理について

の局内の決裁文書，及び救済手続に関する書類などである。これらの書類

には，事件の概要，事件関係者の住所・氏名・職業・年齢，事件関係者か

ら聴取した供述内容，局内における事件についての検討状況等が記録され

ている。 
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３ 審査請求の趣旨について 

審査請求人は，処分庁が行った原処分を取り消し，全部開示とするとの

決定を求めていると解される。 

４ 部分開示を行った理由について 

（１）審査請求の対象である前記人権侵犯事件の調査記録（以下「本件人権

侵犯事件記録一式」という。）の中には，人権侵犯事件に関する職員間

の協議・検討の内容に関する情報が含まれている。 

人権侵犯事件の処理に当たっては，証拠の評価，関係者の対応や事件

に対する姿勢など様々な事情を総合的に判断して，どのような措置が自

主的な紛争の解決に最適かを判断する必要がある。職員間での忌たんの

ない意見が事件関係者に開示されることになると，事件についての心証，

供述の信用性への疑問，当事者の対応についての問題点などの意見をめ

ぐって関係者から反発を招いたり，事件当事者間の関係を悪化させるこ

ともあり得る。 

また，人権侵犯事件に関する法務省の人権擁護機関の措置には強制力

がなく，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状態

の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すものであることから，

自主的な紛争の解決を図るためには，人権擁護機関の判断を説得的に説

明し，当事者の理解を得るようにする必要がある。しかしながら，内部

での様々な意見が当事者に開示されると，このような制度自体の目的を

達成することができなくなるおそれがあることから，このような事態が

生じることを恐れて，職員が，自己の意見に対する事件関係者の反応を

意識し，率直な意見を述べたり，それを記録することをちゅうちょする

等して事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって，これらの情報は法１４条７号柱書きの不開示情報に該当

する。 

（２）本件人権侵犯事件記録一式の中には，審査請求人以外の関係者からの

事情聴取の内容又は当該被聴取者を推認させる情報が含まれている。 

人権侵犯事件においては一般に人権侵害をめぐって当事者間に紛争が

発生しており，関係者が事件の調査に協力した事実や被害者その他の関

係者に対する調査の内容等がその他の当該事件の関係者に開示されると，

紛争が一層複雑化し，あるいは調査に協力した者が何らかの報復や不利

益を受けるおそれがある場合が少なくない。人権侵犯事件の調査は，調

査内容の秘匿を条件に関係者の協力を得ながら進めているのが実情であ

り，その秘匿が保障されなければ人権侵犯事件の適正迅速な調査処理に

重大な支障が生じるおそれがある。すなわち，一般に被害者その他の関

係者が情報の秘匿に極めて神経質であり，本件報告書を含む人権侵犯事

件記録の取扱いに少なからぬ関心を払っている実情からは，審査請求人
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以外の者からの事情聴取の内容や当該被聴取者を推認することができる

情報を第三者に開示すると，被害者その他の関係者が事実をありのまま

述べることや証拠を提供することをちゅうちょしたり，調査そのものに

協力することを拒否するようになる。また，そもそも，人権侵害の救済

を求める人が，法務省の人権擁護機関に被害の申し出をすることを差し

控えるようになるおそれもある。 

このような事態となれば，十分な調査が実施できず，その結果，真相

解明が困難となり，相手方へ啓発する等の実効的な被害者救済がなし得

なくなるばかりでなく，人権救済制度そのものの適切な運用ができなく

なることとなる。したがって，これらの情報は法１４条７号柱書きの不

開示情報に該当する。 

なお，関係者の住所，氏名等の個人識別情報のみを不開示とすること

の是非については，たとえ当該個人識別情報のみを不開示としたとして

も，事件関係者であれば，供述の内容から供述者を特定したり，特定に

は至らないにしても，供述者を推測することは可能であることから，事

件関係者間において無用のトラブルが発生し，人権侵害による被害者救

済の目的が達成できないおそれがあるため，個人識別情報以外の部分を

含めて不開示とせざるを得ない。 

（３）本件人権侵犯事件記録一式の中には，審査請求人以外の特定の個人を

識別する情報が含まれている。 

これらの情報は，法１４条２号に該当するとともに，これが開示され

ることとなれば，被害者その他の関係者がありのままに事実を述べるこ

とをちゅうちょするようになるだけではなく，調査そのものに協力する

ことも拒否するようになったり，人権侵害の救済を求める人が法務省の

人権擁護機関に被害の申告をすることを差し控えたりするおそれもあり，

その情報の開示によって，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

ることから，法１４条７号柱書きの不開示情報にも該当する。 

５ その他 

審査請求の対象となっている本件人権侵犯事件記録一式のうち，不開示

情報に該当する部分及び不開示理由のいずれに該当するかについては，別

紙のとおりである。 

別紙中，「不開示理由」欄の（１）ないし（３）は，不開示理由が上記

４の（１）ないし（３）のいずれに当たるかを示している。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年１２月２６日  諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 平成２９年１月２０日   審議 
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④ 同年２月２日       審査請求人から意見書１及び資料を収

受 

⑤ 同月７日         本件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑥ 同月２２日        審査請求人から意見書２及び資料を収

受 

⑦ 同月２３日        審議 

⑧ 同年３月７日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，審査請求人が特定日Ａに特定法務局に申立てをした審

査請求人に係る人権侵犯事件記録一式に記録された保有個人情報の開示を

求めるものであり，処分庁は，別紙に掲げる文書１ないし文書２３に記録

された保有個人情報（本件対象保有個人情報）をその対象として特定した

上で，その一部が法１４条２号及び７号柱書きの不開示情報に該当すると

して，当該部分を不開示とする原処分を行ったものである。 

これに対し，審査請求人は，不開示部分の開示を求めているが，諮問庁

は，原処分維持が相当としていることから，以下，本件対象保有個人情報

を見分した結果を踏まえ，本件対象保有個人情報の不開示部分の不開示情

報該当性について検討する。 

なお，本件対象保有個人情報に係る開示実施保有個人情報を確認したと

ころ，原処分（開示決定通知書）において不開示とする旨明記されていな

い部分（文書１３の６枚目以降）が不開示とされていることが認められた。

当該部分は，原処分に係る開示決定通知書上，不開示とする旨明記されて

いない以上，原処分において開示されたものと解するべきであるから，本

件審査請求の対象外と解されるので，当審査会では，当該部分の不開示情

報該当性についての判断は行わない。 

もとより，原処分については，開示決定通知書に記載されたとおりの内

容で行われたものと解するべきであり，行政不服審査法４８条の規定によ

り，審査請求を受けて原処分を審査請求人の不利益に変更することはでき

ないことから，諮問庁が審査請求に対する裁決において，原処分で開示す

ることとされた部分を不開示に変更することはできない。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）不開示部分について 

当審査会において本件対象保有個人情報を見分したところ，本件対象

保有個人情報が記録されている文書は，別紙掲載のとおり，事件記録表

紙（文書１）を先頭に，人権相談票（文書２等）や聴取報告書（文書４

等）の外，決裁用紙（文書１０等）や特別事件開始報告書（文書１１），

特別事件調査結果報告書（文書１８）等の計２３文書から構成されてお
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り，その内容から，これらの文書は，審査請求人を被害者とし，特定日

Ａを開始日とする特定の人権侵犯事件処理に関する一連の文書であると

認められる。 

上記各文書に記録された保有個人情報のうち，文書１ないし文書９，

文書１２，文書１４，文書２２及び文書２３の１３文書については，原

処分において全部開示され，その余の１０文書については，別紙の「不

開示部分」欄に掲げる部分が，不開示とされていると認められる。 

（２）人権侵犯事件に関する職員間の協議・検討の内容に関する情報が含ま

れている部分について 

  ア 諮問庁の説明の要旨 

①文書１０及び文書１７の「起案日」欄，②文書１１の「調査計

画」欄，③文書１８の「処理方針」欄及び「理由」欄，④文書１９

の「承認しようとする処理内容」欄及び「上記処理を相当とする理

由」欄並びに⑤文書２０の件名の一部及び本文には，人権侵犯事件

に関する職員間の協議・検討の内容に関する情報が含まれており，

このような職員間での忌たんのない意見や内部での様々な意見が当

事者等事件関係者に開示されると，事件についての心証，供述の信

用性への疑問，当事者の対応についての問題点などの意見をめぐっ

て関係者から反発を招いたり，事件当事者間の関係を悪化させるこ

ともあり得るほか，このような事態が生じることを恐れて，職員が，

自己の意見に対する事件関係者の反応を意識し，率直な意見を述べ

たり，それを記録することをちゅうちょする等して事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は法１４条

７号柱書きの不開示情報に該当する。 

イ 検討 

上記アの不開示部分には，特定法務局内部における特定の人権侵犯

事件の取扱いや処理についての内部的な協議・検討を行った状況や

その結果が，当該事案の処理に係る職員の率直な意見・評価又は心

証等とともに記録されていると認められる。 

人権侵犯事件の調査事務は，様々な領域における幅広い事象を扱う

ものであり，また，その内容も機微にわたるものが多い上，その事

実関係の調査や解決のための措置として任意的手段しか有しないこ

と等に照らせば，人権侵犯事件の調査事務に適切に対応するために

は，法務局内部において忌たんのない意見交換を行い，十分な検討

を行う機会が確保される必要があると認められる。 

かかる必要性に鑑みれば，当該不開示部分に記録された内部的な協

議・検討の過程や，そこで出された意見・評価又は心証等が開示さ

れることになると，法務局の職員において，今後の人権侵犯事件一
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般に係る事案の検討に際し，その内容が開示された場合の影響等を

憂慮する余り，十分な検討や率直な意見を述べることを差し控える

などし，自由かっ達な意見交換が行われなくなり，ひいては国の機

関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

ることは否定できないことから，当該不開示部分は，法１４条７号

柱書きの不開示情報に該当すると認められるので，不開示としたこ

とは妥当である。 

（３）審査請求人以外の関係者からの事情聴取の内容又は当該被聴取者を推

認させる情報等が含まれている部分（上記（２）で判断した部分は除

く。）について 

ア 諮問庁の説明の要旨 

    ①文書１３及び文書１５の「聴取場所」欄，②文書１３，文書１５

及び文書１６の「被聴取者」欄及び「聴取内容」欄，③文書１３の報

告書本体末尾４行，④文書１８の「目録」欄の一部並びに⑤文書２１

の「受信者」欄，「発信事項」欄及び「受信事項」欄には，審査請求

人以外の関係者からの事情聴取の内容又は当該被聴取者を推認させる

情報及び審査請求人以外の特定の個人を識別する情報が含まれている。 

当該部分を開示すると，被害者その他の関係者が事実をありのまま

述べることや証拠を提供することをちゅうちょしたり，調査そのも

のに協力することを拒否するようになり，十分な調査が実施できず，

その結果，真相解明が困難となり，相手方へ啓発する等の実効的な

被害者救済がなし得なくなることなどから，これらの情報は法１４

条７号柱書きの不開示情報に該当する。また，審査請求人以外の特

定の個人を識別する情報は，同条２号にも該当する。  

イ 検討 

上記アの不開示部分には，特定の人権侵犯事件において，特定法務

局が審査請求人以外の関係者から事情聴取をした内容及び当該被聴

取者を推認させる情報等が記録されていると認められる。 

強制的な手段を持たない人権侵犯事件の調査は，関係者の協力を得

ながら行われるものであり，もともと当事者間に何らかのトラブル

や紛争が生じている場合も少なくないと考えられることから，これ

らの情報が開示され，関係者に関する情報や事件の調査に協力した

事実，その内容等が他の者に明らかにされると，関係者が事実を述

べたり証拠を提供することに消極的になるなどして，調査に協力す

ることを拒否するようになるなど，人権侵犯事件の調査事務に支障

を及ぼすおそれがあることは否定できない。また，人権擁護機関の

事実認定は，人権救済の申立人及び被害者の申告内容のみならず，

当該申立人及び被害者以外の関係者に対する調査結果を踏まえたも
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のであることから，当該不開示部分を開示すれば，調査の相手方そ

の他の関係者の反発を招くおそれがあるばかりではなく，そもそも

調査内容の秘匿を条件に関係者の協力を得つつ進めていく必要のあ

る人権侵犯事件の調査手続自体に対する不信を招いたり，これに対

する協力を得られなくなる事態を生じさせかねず，ひいては今後の

国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあることは否定できない。 

したがって，当該不開示部分については，法１４条７号柱書きの不

開示情報に該当すると認められるので，同条２号について判断する

までもなく，不開示としたことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号及び７号柱書きに該当するとして不開示とした決定については，不開示

とされた部分は同号柱書きに該当すると認められるので，同条２号につい

て判断するまでもなく，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙（本件対象保有個人情報が記録された文書並びに不開示部分及び不開示理

由） 

 

文書番号 保有個人情報（文書名） 不開示部分 不開示理由

（第３の４

の該当項

目） 

１ 事件記録表紙   

２ 人権相談票   

３ 同上   

４ 聴取報告書   

５ 同上   

６ 同上   

７ 人権相談票   

８ 聴取報告書   

９ 人権相談票添付音声デー

タ（ＣＤ－Ｒ） 

  

１０ 決裁用紙 「起案日」欄 （１） 

１１ 特別事件開始報告書 「調査計画」欄 同上 

１２ 聴取報告書   

１３ 同上 「聴取場所」欄，「被聴

取者」欄，「聴取内容」

欄及び報告書本体末尾４

行 

（２）及び

（３） 

１４ 同上   

１５ 同上 「聴取場所」欄，「被聴

取者」欄及び「聴取内

容」欄 

（２）及び

（３） 

１６ 同上 「被聴取者」欄及び「聴

取内容」欄 

同上 

１７ 決裁用紙 「起案日」欄 （１） 

１８ 特別事件調査結果報告書 「処理方針」欄 同上 

「理由」欄 （１）ない

し（３） 

「目録」欄の一部 （２）及び

（３） 

１９ 特別事件処理求指示上申 「承認しようとする処理 （１） 
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書 内容」欄及び「上記処理

を相当とする理由」欄 

２０ 文書 件名の一部及び本文 同上 

２１ 電話・口頭聴取書 「受信者」欄，「発信事

項」欄及び「受信事項」

欄 

（２）及び

（３） 

２２ 文書   

２３ 特別事件処理報告書   

 

 


